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趣旨・目的

⚫ 再生可能エネルギーの拡大等に伴う事業環境の悪化（市場価格低下・稼働率低
下）や、設備の高経年化に伴い、火力電源の休廃止が進展。供給力は減少の傾向。

⚫ こうした中、将来にわたり安定供給に必要な供給力を確実に確保していくためには、電
源建設リードタイムを踏まえた計画的な電源投資を進めていくことが必要。

⚫ 今後、2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、新たな電源投資の支援制度（長
期脱炭素電源オークション）を通じ、安定供給を確保しつつ、計画的に電源の脱炭素
化を進めることとしているが、その円滑な実施に当たっては、計画的な電源投資支援の
基礎となる、10年を超える長期の電力需給の見通しがあることが望ましい。

⚫ このため、10年超先の電力需給のあり得るシナリオを関係者間で共有することを目指し、
多様な関係者の関与の下、前提を変えて複数のシナリオを示すことを見据え、論点や課
題の共有を行うこととする。

⚫ なお、本勉強会は、将来的に電力広域的運営推進機関において行う本格的な検討の
前段階と位置付け、その成果は電力広域的運営推進機関に引き継ぐ。
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【参考】供給力の維持・開発を計画する枠組みの形成
第56回 電力・ガス基本政策小委員会
（2022年11月24日） 資料4-1
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検討事項の例①（論点案）

１．長期的な電力需給見通しの方法・手法について

✓ 検討のレンジをどの程度とするか。

※ 大規模電源の建設は10年を超えるリードタイムを要する場合があることを踏まえると、例えば20年
程度のレンジで検討を進めることが一案か。

✓ どういったリソース・データを参照することが考えられるか（社会・経済指標等）。

２．長期的な電力需給見通しの方法・手法について

※ 例えば、足元の実績や、事業者の個別計画を前提としたフォワードルック的な想定、
2050年カーボンニュートラル達成からのバックキャスト的な想定を行うことが一案か。

３．中長期的な電力需要／電力供給の見通しの考え方について

✓ 中長期的な電力需要／電力供給の検討に際し、特にどのような要素を考慮する必要
があるか（経済成長の織り込み、産業構造の変化）。

※ 需要面：電化の進展、データセンターの立地、電動車の普及拡大等

※ 供給面：エネルギー全体の脱炭素化（再エネの進展、化石燃料の扱い等）等

（注）検討に際しては、競争環境の維持や独占禁止法等への留意も必要。
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検討事項の例②（論点案）

４．その他

✓ 電力自由化を踏まえ、各事業者は今後の投資計画の在り方をどのように考えているか。

✓ 供給力の確保だけでなく、調整力や燃料の確保の在り方についてどのように考えるか。

（供給力（＝kW）のみではなく、発電量（＝kWh）や調整力（＝ΔkW）も重要）

✓ 一次エネルギー源の変化として、水素やアンモニアの伸び（需要面／供給面）をどのよ
うに考えるか。

✓ 大口自家発電設備の扱いをどのように考えるか。



【参考】電源種別の建設リードタイム（イメージ）
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太陽光

風力

水力

地熱

各種調査・環境アセス
約5年

建設工事
約3年 供給力提供開始

供給力提供開始期限：5年
(法・条例アセス済の場合は３年)

各種調査・環境アセス
約6年 供給力提供開始

供給力提供開始期限：8年
(法・条例アセス済の場合は4年)

各種調査・環境アセス
約5年

供給力提供開始

供給力提供開始期限：12年
（法・条例アセス済の場合は8年。多目的ダム併設型についてはダム建設の遅れを考慮）

建設工事
約8年

各種調査・環境アセス
約9年 供給力提供開始

供給力提供開始期限：8年
(法・条例アセス済の場合は4年)

建設工事
約4年

水素等

蓄電池

各種調査・環境アセス
約6年

供給力提供開始

供給力提供開始期限：11年
(法・条例アセス済・不要の場合は7年)

建設工事
約7年

各種調査
約1年

供給力提供開始

供給力提供開始期限：4年

出典：事業者ヒアリング等により資源エネルギー庁作成

原子力 各種調査・環境アセス
約8年

供給力
提供開始

供給力提供開始期限：17年
(法・条例アセス済の場合は12年)

建設工事
約12年

建設工事
約4年

建設工事
約4年

第67回 電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会
（2022年6月22日）資料5
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【参考】マスタープランにおいて前提とした電力需要想定

⚫ 2050年カーボンニュートラルも見据えた、将来の広域連系系統の絵姿を示すものとし
て、広域連系系統のマスタープランを2023年３月に策定・公表。

⚫ 将来的な技術革新や社会実装等の不確実性に対し、将来的な情勢変化を考慮した
複数シナリオを公表。

広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）別冊
（資料編）（2023年3月29日）
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【参考】火力発電の設備容量の増減見通し

注１．2017～2021年度：新設実績は資源エネルギー庁「石炭火力発電所一覧」および電気事業便覧（2021年版）、廃止実績は各年度供給計画および各社HP等より。
注２．2022年度以降（新設）：2022度供給計画より
注３．2022年度以降（廃止）：大手電力が保有する電源のうち、運転開始から45年経過した電源＝廃止と仮定。

第54回電力・ガス基本政策小委員会
（2022年10月17日）資料4－1 一部修正
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（出典）総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第45回会合） 令和3年7月13日 資料１（抜粋）
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/2021/045/045_004.pdf

【参考】2050年シナリオ分析の結果比較


